
企画セッション | 部会・連絡会セッション：材料部会
2022年9月8日(木) 13:00 ~ 14:30 | E会場 E1棟2F 24番教室

[2E_PL] 小型炉・次世代炉とその材料の研究開発の現状と将来展望
座長：福元 謙一 (福井大)

[2E_PL01] 溶融塩炉の燃材料研究に関する現状と課題
*有田 裕二1 (1. 福井大)

[2E_PL02] 高速炉炉心材料の開発と課題
*皆藤 威二1 (1. JAEA)

[2E_PL03] 高速炉の安全性向上のための高次構造制御炭化ホウ素基セラミックス制御材の開発
*吉田 克己1 (1. 東工大)

[2E_PL04] 日立の新型炉開発について
*日野 哲士1 (1. 日立GE)

セッション 2022年秋の大会



2E_PL01 
2022年秋の大会 

2022年日本原子力学会           -2E_PL01- 

材料部会セッション 

小型炉・次世代炉とその材料の研究開発の現状と将来展望 

Research and Development of SMR/Gen-4 and Related Materials 

溶融塩炉の燃材料研究に関する現状と課題 

Current status of the fuel and material research for molten salt reactors 
＊有田 裕二 1 

1福井大学 

 

1. はじめに 

 溶融塩炉は溶融した燃料塩が系を循環する事がその大きな特徴といえる。そのため、照射損傷や核分裂生

成ガスの蓄積など燃料の照射挙動自体はさほど燃料の健全性に大きな影響を与えることはなく、構造材料に

対する腐食性が原子炉の寿命を決める大きな要因となる。場合によっては燃料は固体で、冷却材として溶融

塩を用いるケースもあるが、本稿では溶融塩燃料の特徴と材料に対する懸念事項を概説し、最近の研究事例

を紹介しながら今後の材料開発・挙動解明に対する課題を検討する情報を提供する。 

2. 溶融塩炉の特徴 

2-1. 燃料 

現在想定されている主な燃料塩にはフッ化物塩と塩化物塩がある。1960 年代に運転された唯一の溶融塩炉

である MSRE(Molten Salt Reactor Experiment：米国のオークリッジ国立研究所)で用いられた燃料はフッ化物で

ありその後計画された増殖炉(MSBR)もフッ化物塩を用いることが予定されていた。そのため、様々な知見が

得られており現在の多くの新型溶融塩炉の塩として設定されている。近年では腐食性や燃料溶解度の観点か

ら塩化物塩に対する期待も大きくなっており様々なコンセプトでの利用が検討されている。塩の種類も増殖

（トリウム－ウラン増殖、ウラン－プルトニウム増殖）、Pu 燃焼炉、核変換（超ウラン元素燃焼）など目的に

応じて様々な種類が検討されている。 

2-2. 材料 

腐食性の強い溶融塩が高温で循環するため、構造材に対するストレスは多大である。フッ化物溶融塩では

フッ素イオンだけでなく、同時に生成する水素(トリチウム)との共存によってフッ化水素やフッ酸と言った

腐食性の高い化学種も生成するため、使用する材料はハステロイ-N などのニッケル基合金が主に検討されて

いる。固体燃料の炉では、核分裂生成物(FP)は被覆管で閉じ込め、配管などは溶存酸素や水素、腐食生成物

(CP)と照射効果を主に検討すれば良いが、溶融塩炉では配管材料がハロゲンイオンだけでなく Te など材料腐

食を進行させる FP さらには硫黄などの放射化生成物による影響を受けるなど様々な課題を考慮する必要が

ある。それに加えて照射の影響も受けるため、腐食メカニズムの解明および材料開発が溶融塩炉実現のため

には重要となる。 

2-3. 今後の研究に向けて 

上記のように過酷な環境に置かれる材料については、腐食のメカニズムを明らかにしその対策を検討した

上で照射の効果も加味した腐食試験を実施し、使用に耐えうる材料の開発が進展していくと考えられる。し

かしながら、燃料塩自体すら多様な成分が想定される溶融塩炉においては、主要構成元素のみならず微量元

素の影響や複合的効果など材料研究の果たす役割は非常に大きい。 

*Yuji Arita1  

1Univ. of Fukui. 
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1. はじめに 

高速炉の実用化に向けて安全性及び経済性の向上が不可欠であり、燃料集合体を構成する被覆管、ラッパ

管等の炉心材料には優れた耐照射特性、高温強度及び燃料や冷却材との共存性が求められる。日本原子力研

究開発機構（JAEA）が開発を進めるナトリウム（Na）冷却高速炉では、冷却材出口温度の高温化（例えば 550℃）

に対応するため、通常運転時の被覆管最高温度は約 700℃、ラッパ管最高温度は約 580℃に達する。また、燃

料の高燃焼度化（例えば取出平均燃焼度 150GWd/t）に対応するため、被覆管、ラッパ管ともに使用期間約 9

年という長期間にわたり優れた高温強度を維持するとともに、はじき出し損傷量で 250dpaを超える耐照射特

性が求められる。 

ここでは、JAEAにおける高速炉炉心材料の開発経緯や成果、実用化に向けた課題等について述べる。 

 

2. 高速炉炉心材料の開発 

高速炉の燃料要素と燃料集合体の構造例を図 1に示す。燃料要素は混

合酸化物（MOX）燃料等の燃料ペレットを被覆管に装填して上下を端栓

で封入したものである。燃料集合体はこれらを六角形状のラッパ管に束

ねて収納した構造となっている。 

高速炉の燃料集合体の耐用期間は被覆管の健全性、ラッパ管の変形等

が主要因となって決定される。すなわち、被覆管には 700℃の高温で核

分裂生成ガスによる内圧に 9年間程度耐え得る高温強度、燃料や冷却材

Naとの共存性が要求される。さらに、250dpaという高照射領域まで被

覆管及びラッパ管のスエリング、照射クリープ等による変形を制限し、

冷却材 Naの流路を確保するとともに炉心からの引抜性を確保すること

が重要である。 

2-1. 改良 SUS316  

高速炉燃料用の被覆管及びラッパ管としては、高温強度や耐食性に優

れ、高温構造用材料として多くの実績を有する SUS316が各国で選択さ

れ、様々な改良が加えられてきている。JAEAでも SUS316を選択し、耐スエリング特性や高温強度の向上を

狙って合金成分や製造条件を最適化した PNC316を開発した[1]。合金成分については、SUS316の JIS規格内

で高 Ni、低 Cr側を選定し、Pや JIS規格では規定していない B, Ti, Nb等の微量元素については成分範囲を新

たに設定するなどして Fe-16Cr-14Ni-2.5Mo-0.25P-0.04B-0.1Ti-0.1Nbを基本組成として選定した。また、耐照射

特性と高温強度の両立を図るため最終冷間加工度を 20％に設定した。 

このようにして開発した PNC316は「常陽」及び「もんじゅ」の燃料に被覆管やラッパ管として適用され、

多くの使用実績を有するだけでなく、様々な照射試験に供され、その性能限界について評価・検討がなされ

ている。図 2 に「常陽」や米国 FFTF で実施した燃料照射試験により得られた PNC316 被覆管のスエリング

データを示す。はじき出し損傷量 100dpa程度までであればスエリングは 3％程度に抑えられており、期待さ

れる性能目標に対し十分に小さい値であることがわかる。一方で、それを超えるとスエリングは急激に立ち

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 高速炉の燃料集合体構造 
（全長は「常陽」の例） 
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上がる傾向がみられ、耐スエリング特性の観点から

ははじき出し損傷量 100dpa程度が確実に使用できる

限界と考えられる[2]。 

この PNC316 の耐スエリング性を向上させるため

に、これまでの開発過程で得られた知見、海外におけ

るオーステナイト鋼の照射実績等を踏まえ、PNC316

をベースに Ni量を 20％に増やした PNC1520を開発

した[3]。しかし、米国 FFTF での燃料照射試験の結

果からは、図 2 に示すように耐スエリング性に有意

な改善は見られなかった[4]。 

2-2. 高強度フェライト鋼 

SUS316 をはじめとするオーステナイト鋼ではス

エリングの発生が避けられず、高速炉燃料の高燃焼度化を達成するためにはさらに耐スエリング性に優れた

炉心材料の開発が必要である。そこでスエリングが起こりにくい特性を有するフェライト鋼をベースに、フ

ェライト鋼の弱点である高温強度を改善した PNC-FMSを開発した[5]。PNC-FMSの開発では、脱炭抵抗性を

高温まで維持し、かつ長時間使用後の衝撃特性の劣化を防止するために、Cr含有量を 10〜12％の範囲に設定

した。これに、固溶強化元素である Mo, W、析出強化元素である V, Nb等の添加量を高温強度と靭性のバラ

ンスを考慮して設定し、基本組成として Fe-11Cr-0.5Mo-2W-0.4Ni-0.2V-0.05Nb-0.05Nを選定した。また、熱処

理条件については、被覆管とラッパ管では使用温度が異なり、優先される強度特性も被覆管ではクリープ破

断強度、ラッパ管では短時間強度と異なることから、それぞれに合わせて以下が推奨されている。 

・被覆管：焼ならし 1,100℃×10分＋焼もどし 780℃×1時間 

・ラッパ管：焼ならし 1,050℃×10分＋焼もどし 700℃×1時間 

なお、PNC316で実施した最終冷間加工については、フェライト鋼では高温での転位の移動が速く、冷間加

工で導入された加工歪みの回復や再結晶が容易に起こりやすいために適用していない。 

現在は、高温強度の観点から、PNC-FMSは主に使用温度の低いラッパ管への適用が検討されており、それ

に必要な SUS316との異材接合技術等の開発を進めている[6]。 

2-3. 酸化物分散強化型フェライト鋼 

酸化物分散強化（ODS）フェライト鋼は、フェライト鋼の優れた耐スエリング性はそのままに、硬く熱的

安定性に優れる酸化物をナノ粒子として母相に分散させることで高温強度を高めた先進的耐熱鋼であり、耐

スエリング性と高温強度を高いレベルで両立する被覆管材料として各国で研究開発が行われている。日本で

は 1980 年代後半から ODS フェライト鋼の研究開発が開始され、同鋼特有の難加工性により各国が研究開発

に足踏みしている状況の中でも JAEA は実用化に向けた研究開発を着実に進めてきた。現在は、耐照射特性

を重視した Fe-9Cr-2W-0.2Ti-0.35Y2O3を基本組成とする 9Cr-ODS 鋼を被覆管の第一候補材として開発を進め

ている[7-9]。また、9Cr-ODS 鋼の優れた基本特性を維持しつつ耐食性向上を図った 11Cr-ODS 鋼も開発して

いる[10]。 

ODS フェライト鋼の優れた高温強度を実現するためには、図 3 に示

すように、ナノメータスケールの酸化物粒子を母相中に均一かつ緻密に

分散させる必要がある。このため、一般的な鉄鋼材料の製造で用いられ

ている溶解鋳造法は適用できず、粉末冶金法を適用している。具体的に

は、原料となる合金粉末と Y2O3粉末をアトライタと呼ばれる攪拌型粉

砕・分散機を用いて超高純度 Ar ガス雰囲気で機械的に合金化（MA：

Mechanical Alloying）する。このようにして製造した MA粉末を軟鋼製

カプセルに充填し、真空脱気した後、1150℃で熱間押出しすることで固

化成形する。酸化物粒子の分散状態、つまり ODS フェライト鋼の高温

強度はここまでの工程でほぼ決まることから、ODS フェライト鋼を製

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 PNC316、PNC1520 被覆管のスエリング 
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図 3 9Cr-ODS 鋼のナノ組織 
（透過型電子顕微鏡観察） 
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造する上で大変重要な工程である。また、被覆管に

適用するためには高い品質安定性が求められるた

め、これらの工程において粉末の品質や取扱いに関

する厳重な管理基準を設定するとともにアトライタ

の改良を重ねてきた。その結果、鋼中の介在物を極

限まで低減した均質性の高い ODS フェライト鋼を

安定して製造することに成功した。このようにして

製造した ODSフェライト鋼は、図 4に示すように、

高い硬度を有しながらも溶解鋳造法で製造したフェ

ライト鋼と同等の優れた靭性を有する特徴がある。 

ODS フェライト鋼は難加工材であるため被覆管

への加工が困難であったが、組織制御技術を独自に

開発することにより、強度異方性が小さく、かつ寸

法精度の優れた被覆管を冷間圧延により安定して製

造することを可能にした。このようにして製造した

9Cr-ODS 鋼被覆管の 700℃におけるクリープ破断強

度を図 5 に示す。燃料の使用寿命末期に相当する周

応力 100MPa では PNC316 よりも破断時間が長く、

PNC-FMS との比較では約 500 倍もの破断寿命を有

することがわかる。さらに、最近の研究により、図

6に示すように、9Cr-ODS鋼は 1200℃の超高温域ま

で優れた強度特性を維持し、PNC316や PNC-FMSに

対し約 3 倍の引張強さを持っていることが明らかに

なった[11]。 

ODS フェライト鋼を被覆管として適用するため

には、端栓接合技術の確立が必要である。しかし、

PNC316 等で適用されている TIG 溶接等の融接法で

は、溶接金属部に多数の気泡を形成するとともに、

酸化物が凝集粗大化して接合強度を著しく低下させ

るという問題がある。このため、固相接合法の一つ

である加圧抵抗接合（PRW）法の開発を進めており、

基本的な技術はほぼ確立している[12]。 

 

3. 実用化に向けた課題 

ここまで述べてきた研究開発の成果、現状等を踏

まえ、高速炉燃料の被覆管には高燃焼度化及び冷却

材出口温度の高温化が可能になる ODS フェライト

鋼を適用するが、それが実用化するまでは実績のあ

る PNC316を使用する計画である。ODSフェライト鋼の実用化に向けては、被覆管及び燃料要素の量産技術

の確立及び取得した物性値や強度データに基づく規格・基準類の整備が不可欠である。また、ラッパ管には

PNC-FMSを適用する計画であり、SUS316との異材接合等の加工技術の確立が不可欠である。最終的には、

ODSフェライト鋼被覆管及び PNC-FMS ラッパ管ともに、照射試験により許認可に必要なデータを取得する

とともに実使用環境下での性能を実証する必要がある。このため、「常陽」の運転再開後速やかに照射試験を

実施していく計画である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 9Cr-ODS 鋼被覆管のクリープ破断強度 
（試験温度 700℃） 
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図 4 9Cr-ODS 鋼のシャルピー衝撃特性 
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図 6 9Cr-ODS 鋼被覆管の引張強さ 
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小型炉・次世代炉とその材料の研究開発の現状と将来展望 

Research and Development of SMR/Gen-4 and Related Materials 

高速炉の安全性向上のための 

高次構造制御炭化ホウ素基セラミックス制御材の開発 

Development of Highly Microstructure-Controlled Boron Carbide-Based Ceramic Neutron Absorbers for 

Improving the Safety of Fast Reactors  
＊吉田 克己 1，鈴木 達 2，前田 宏治 3 

1東工大，2物材機構，3原子力機構 

 

1. はじめに 

 高速炉の制御材として用いられている炭化ホウ素（B4C）ペレットは、中性子吸収反応により生じるヘリウ

ムガスの蓄積による体積膨張及び不均一発熱に伴う熱応力により割れが生じ、その結果、機械的相互作用に

より制御棒被覆管が破損することがある。そのため、高速炉の安全性確保のためには、上記課題を克服した

制御材の開発が必須である。本研究では、高次構造制御 B4C基セラミック制御材の製造技術を新規に開発し、

高性能制御材の開発を行うことで高速炉の安全基盤技術を発展させることを目的とした。また、開発した制

御材について既存の検査技術の適用性の検討及び技術継承を行うとともに、最新の検査技術の適用性等を評

価することで高度化を検討し、将来の高速炉制御材に関する安全基盤技術を維持・発展させることを目的と

した。本発表では、文部科学省原子力システム研究開発事業の一環で平成 28 年度から令和元年度に実施した

「高速炉の安全性向上のための高次構造制御セラミック制御材の開発」で得られた研究成果について、高次

構造制御 B4C 基セラミック制御材開発に関する研究成果を紹介する。 

 

2. 本研究開発の概要 

図１に本研究の開発目標である高次構造制御 B4C 基セラミック制御材の概念図を示す。本研究では、B4C

の粒子径や配向性等の粒子自体の微構造制御と同時に気孔径、気孔形状、気孔配向等を同時に制御する（高

次構造制御）ことで、熱的・機械的特性に

優れ、中性子吸収時に生成するヘリウムを

過剰に蓄積せずに放出し、体積膨張を抑制

する、高速炉の安全性の向上を目指した

B4C 基セラミック制御材の開発を目的と

した。高次構造制御プロセスとして、鋳込

み型面に平行な面内に気孔形成材（造孔

材）を配向させるスリップキャスティング

法及び 10 テスラ以上の強磁場下で結晶及

び造孔材を配向させる強磁場配向プロセ

スを用い、貫通型気孔を有する高次構造制

御 B4C 基セラミック制御材の創製を目指

した。また、カーボンナノチューブ（CNT）

の添加・配向制御による B4C 基セラミック制御材の熱的・機械的特性の向上を図った。開発する制御材の気

孔率は、中性子吸収能の観点から従来材と同等（10 %程度）とし、熱伝導率は熱応力緩和の観点から従来材

よりも高い値を目標とした。また、耐熱衝撃性に優れ、ヘリウム放出能を有する気孔形態を持つ B4C 基セラ

ミック制御材の開発を目指した。さらに、高速炉用制御材製造メーカーと共同し、B4C 基セラミック制御材

について既存の検査技術の適用性の検討及び技術継承を行うとともに、最新の検査技術の適用性等を評価

することで高度化を検討し、将来の高速炉制御材に関する安全基盤技術を維持・発展させることを目標と

図 1 本研究の高次構造制御 B4C 基セラミック制御材の概念図 
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した。 

 

3. 高次構造制御 B4C 基セラミック制御材の開発 

3-1. 高次構造制御による B4C 基セラミック制御材の作製 

スリップキャスティング（鋳込み成形）とは、粉体を溶媒

中に分散させてサラサラ流れる泥漿（懸濁液）を調製し、こ

の懸濁液を石膏型等の多孔質の鋳型に流し込み、型の吸水性

により懸濁液中の液体を除去して固化体を得る手法である。

多孔質型による吸水性制御を図ることにより、本研究で目的

とする造孔材や CNT の配向も可能である。スリップキャス

ティングは、特殊な設備や大型な設備は必要なく、コストも

低く、複雑形状を成形できる安価な優れた成形方法である。

スリップキャスティングは、古くは 1700 年代から利用され

はじめ、現在でも工業的に広く利用されている。また、強磁

場配向プロセスでは、磁気による粒子の回転には、結晶磁気

異方性に起因する磁気トルクを利用する。その結晶が、正方

晶、六方晶、また層状構造のように非対称な構造であるなら

ば、結晶軸方向に依存した磁化率に異方性が存在し、その磁

気異方性と磁場の相互作用により磁気トルクが発生し、磁化

エネルギーを安定にする方向へ粒子が回転する。しかしなが

ら、常磁性・反磁性体の磁化率は小さく、強磁場を用いたと

しても磁気トルクは僅少となる。粒子間の相互作用が大き

く、粒子間引力が強くなり凝集している場合には、個々の粒

子の回転が妨げられ、磁場の効果が十分に得られない。この

ため個々の粒子が分散して回転しやすい状況にあることが

重要である。本研究で用いる B4C は結晶構造に異方性があ

るため、強磁場下での配向構造制御が可能である。 

作製プロセスの最適化を図ることで達成目標値である 5-10 %の気孔率を有する高次構造制御 B4C基セラミ

ック制御材が得られることを明らかにした。また、無磁場スリップキャスティング法では二次元的にランダ

ムに配向した貫通型気孔及び CNT を有する高次構造制御 B4C 基セラミック制御材が作製可能であり、強磁

場配向プロセスでは B4C 結晶及び貫通型気孔を同時に制御した B4C 基セラミック制御材の作製に成功した

（図 2、図 3）。 

 

3-2. 高次構造制御 B4C基セラミック制御材の特性評価 

高次構造制御 B4C 基セラミック制御材につ

いて、高次構造制御により導入した貫通型気

孔の配向角度分布を定量的に算出するととも

に、その形成過程についても明らかにした（図

4）。また、強磁場配向プロセスにより B4C結

晶の c 軸方向及び貫通型気孔が一軸配向して

いることを確認した（図 2〜図 4）。熱的及び

機械的特性評価では、CNT 添加、貫通型気孔

の導入、B4C 結晶配向が B4C 基セラミック制

御材の特性に与える影響を明らかにし、CNT

添加及び貫通型気孔の導入によって実機 B4C

 

図 4 強磁場配向及び無配向 B4C 基セラミック制御材内の

柱状気孔の 3D マッピング像及び柱状気孔配向角分布 

 

 図 3  貫通型配向気孔を有する強磁場配向

B4C基セラミック制御材断面の SEM 写真 

 
 

図 2  強磁場配向 B4C 基セラミック制御材

の XRD パターン（B4Cの c 軸配向） 
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制御材よりも優れた耐熱衝撃性を有する B4C 基セラミック

制御材が得られることを明らかにした（図 5）。高速イオン

ビーム照射装置を用いたヘリウム照射実験では、照射試料

の加熱によるヘリウム放出挙動評価を行い、高次構造制御

による貫通型気孔の導入が B4C 基セラミック制御材の内部

に存在するヘリウムガスの放出に有効であることを明らか

にした（図 6）。以上の結果から、耐熱衝撃性の向上に加え

て、ヘリウムガスが速やかに材料内部から放出されること

で B4C 制御材の割れや欠けを抑制することが可能と考えら

れ、高速炉制御棒の長寿命化が期待される成果であるとい

える。 

 

4. おわりに 

本研究では、高速炉の安全性の向上を目指した高次構造

制御 B4C 基セラミック制御材の開発を目的とし、最適化し

たプロセスに基づいて作製することで、二次元ランダム配

向及び配向制御した貫通気孔及び CNT を有する高次構造

制御 B4C基セラミック制御材を得ることに成功した。また、

CNT 添加、貫通型気孔の導入、B4C結晶配向が B4C基セラ

ミック制御材の特性に与える影響を明らかにし、CNT 添加

及び貫通型気孔の導入によって実機 B4C 制御材よりも優れ

た耐熱衝撃性を有する B4C 基セラミック制御材が得られる

ことを明らかにした。高速イオンビーム照射装置によりヘリウム照射した試料について加熱によるヘリウム

放出挙動を評価し、貫通型気孔の導入が B4C 基セラミック制御材の内部に存在するヘリウムガスの放出に有

効であることを明らかにした。以上の結果から、本研究で開発した高次構造制御 B4C 基セラミック制御材に

より、高速炉制御棒の長寿命化が期待される成果であるといえる。非照射材を用いたサーベイ評価はほぼ終

了し、その評価はおおむね良好であることから、今後は実際の高速実験炉「常陽」等での高速中性子を用い

た照射実験により、その優位性を確認することが重要であると考えられる。 
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1. はじめに 

 カーボンニュートラルの実現には原子力による電力部門の脱炭素化の推進が不可欠と考えるが、そうした

貢献をしていくためにも、原子力が社会に受け入れられる必要がある。安全性と経済性の観点から社会の要

請に応えるため、日立ＧＥニュークリア・エナジー（日立 GE）では、現行の建設・運転実績のある大型炉

ABWR（改良型 BWR）からさらに安全性を高めつつ、小型化･簡素化により経済性との両立をめざした高経

済性小型軽水炉 BWRX-300 の開発を進めている。また、核燃料サイクルを確立し放射性廃棄物の処分問題に

対応していくことも必要であり、日立 GE では実績豊富な軽水冷却技術を用いた軽水冷却高速炉 RBWR

（Resource-renewable BWR：資源再利用型 BWR）、固有安全性を有する金属燃料小型ナトリウム冷却高速炉

PRISM（Power Reactor Innovative Small Module：革新的小型モジュール原子炉）の開発も進めている。本稿で

は、BWRX-300、RBWR および PRISM についてそれぞれ概要とねらい、開発状況を報告する。 

 

2. 高経済性小型軽水炉 BWRX-300[1] 

2-1. BWRX-300 の概要とねらい 

安全でクリーンな原子力発電が今後の世界市場で競争力を高めるには、資本費を低減するとともに、ガス

コンバインドサイクル発電（火力発電）等の他電源と同等以下の発電コストを実現し、資本リスクを低減す

る必要がある。このような背景のもと、経済性が高い小型原子炉のニーズが高まっており、日立 GE は米国

の GE Hitachi Nuclear Energy（GEH）社と協調し、高度な安全性を維持した上で経済性を向上した BWRX-300

の日米共同開発を進めている。 

BWRX-300 の概要を図 1 に示す。BWRX-300 は、電気出力 300MW 級の小型 BWR である。BWR は、原子

炉で発生した蒸気を、直接タービンに送るシンプルな直接サイクル型の原子炉である。初期型 BWR (BWR-

2~6) では再循環ループを原子炉圧力容器の外に設けていたが、ABWR で原子炉直付けの再循環ポンプ（イン

ターナルポンプ）を採用して簡素化したのに続き、SBWR・ESBWR では動的ポンプを削除して自然循環のみ

で炉心を冷却できる方式とした。BWRX-300 は、このような BWR 開発の歴史の中で 10 番目に開発されたこ

とから、ローマ数字で 10 を意味する“X”を用

いて“BWRX”と名付けている。BWRX-300 で

は、プラントシステムのさらなる簡素化を目的

として、隔離弁を原子炉圧力容器に直接接続す

る革新的な概念（隔離弁一体型原子炉）を採用

し、原子炉の主要な事故想定である LOCA（Loss 

of Coolant Accident: 冷却材喪失事故）の影響を

徹底的に低減した。この結果、安全性を高めつ

つ、非常用炉心冷却系ポンプ等の大型機器を削

除するとともに、原子炉建屋及び原子炉格納容

 
*Tetsushi Hino1 

1Hitachi-GE Nuclear Energy, Ltd. 

 
図 1 BWRX-300 の概要 
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器を大幅に小型化し、出力あたりの原子炉建屋物量を大型原子炉の半分程度に削減できる見通しである。プ

ラントシステムの簡素化は機器点数削減による信頼性の向上や、廃炉時の廃棄物量の低減にもつながる。ま

た、隔離弁一体型原子炉を実現するための、原子炉圧力容器に直接接続される隔離弁等を除き、原子炉系の

大部分は実績のある機器で構成され、開発リスク及び許認可リスクを最小化している。 

近年の大型炉建設においては、長期間にわたる建設工事が建設費の増加を招き、建設リスク増加の要因の

一つとなっている。BWRX-300 では、モジュール化率を向上させた工場完成型一体据付建設手法による建設

リスクの低減といった、小型炉特有のメリットを追求するほか、周辺機器や工法には先進的な一般産業技術

を積極的に採用し、建設工期や費用の低減を図る。 

安全性や社会的受容性の観点での、新たなメリットも検討している。一例として、出力規模を抑えること

で炉内の放射性物質の量そのものを減少させつつ、静的安全系採用による電源不要な長期冷却などの特長を

生かして、事故時の周辺住民避難を緩和または回避できるよう米国において EPZ（Emergency Planning Zone: 

緊急時計画区域）縮小について検討中である。 

 

2-2. BWRX-300 の開発状況 

BWRX-300 のプラントコンセプトを実現するため、以下の技術開発を行っている。 

1) 隔離弁一体型原子炉： 

LOCA の影響を徹底的に低減した原子炉システムの構築、本概念を実現する隔離弁開発、非常用復水

器による原子炉圧力容器過圧防護対策など。 

2) 小型炉特有のメリット最大化： 

工場完成型の一体据付建設手法、系統数最適化の検討など。 

3) 先進一般産業技術の徹底活用によるコスト低減： 

建設工期を短縮する新工法、垂直掘削工法、空冷式発電機の採用など。 

4) その他原子力技術の応用研究： 

原子炉圧力容器の小型化、 地下埋設式建屋の耐震評価など。 

 

2021 年 12 月には、カナダのオンタリオ州営電力会社 OPG 社（Ontario Power Generation）が、同社のダー

リントン原子力発電所に建設する SMR として BWRX-300 を選定したことを発表し、続いてサスカチュワン

州の SaskPower 社が同社の新設プロジェクトに同じく BWRX-300 を選定したことを発表した[2][3]。GEH と

ともに BWRX-300 を共同開発している日立 GE も、これらのプロジェクトをサポートして行く。 

 

3. 軽水冷却高速炉 RBWR[4] 

3-1. RBWR の概要とねらい 

日立 GE は BWR プラントメーカとして、冷却水（中性子減速材）が沸騰する BWR の特徴を活かした RBWR

の開発を進めてきた。図 2 に RBWR の概要を示す。冷却水の沸騰および稠密燃料により水素対燃料の原子

数比を減少させ、通常の軽水炉よりも

中性子エネルギー分布を高エネルギ

ー側にシフトする。最終的には六角格

子燃料により超ウラン元素の多重リ

サイクルを行う高速炉サイクルの実

現をめざすが、現在は、高速炉サイク

ルへの移行までに生じうる課題に柔

軟に対応すべく、BWR 既設炉にバッ

クフィットでき、早期の実用化が期待

できる四角格子燃料の開発に注力し

ている。 

 

図 2  RBWR の概要 
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図  3 に四角格子燃料を装荷した

RBWR（四角格子 RBWR）のねらいを

示す。四角格子 RBWR は燃料集合体当

りのプルトニウム装荷量を増やすこと

で、プルトニウム利用量を現行 BWR プ

ルサーマルの約 2 倍にする。核不拡散

の観点から、日本はプルトニウムを利

用する分のみ再処理する方針である

が、燃料集合体当りのプルトニウム利

用量を増やすことで、プルトニウムを

利用できるプラントが限られる場合で

も、再処理量を増やし、使用済ウラン

燃料貯蔵量をより多く削減することができる。また、燃料集合体当りのプルトニウム装荷量が増えることで、

同じ量のプルトニウムを利用した場合に発生する使用済 MOX 燃料の体数を現行 BWR プルサーマルよりも

削減できる。さらに、プルトニウム利用量を増やしつつも、将来的に高速炉で使用済 MOX 燃料を再利用す

ることを考慮し、四角格子 RBWR は、中性子エネルギー分布を高エネルギー側にシフトすることで、使用済

MOX 燃料中の核分裂性プルトニウムの割合を現行プルサーマルよりも高く維持できる。プルサーマル後の使

用済 MOX 燃料は、長期保管され 241Pu の崩壊が進むと、高速炉で再利用する際に、核分裂性プルトニウムの

割合が比較的多い使用済ウラン燃料からの回収プルトニウムと混合するなど、核分裂性プルトニウム割合の

回復が必要となる可能性がある。四角格子 RBWR は、燃料稠密化による高速中性子スペクトルを利用し、長

期保管後も、核分裂性プルトニウムの割合を単独で高速炉で再利用可能なレベルに維持することで、高速炉

サイクル移行に必要とされる使用済燃料の保管量や再処理量の削減を図ることもねらいである。 

 

3-2. RBWR の開発状況 

現在日立 GE が注力する四角格子 RBWR の開発課題について述べる。既設炉にバックフィットする四角格

子 RBWR の開発要素は炉心燃料に集約され、主な開発課題は以下となる。 

1) 炉心解析妥当性評価 

2) 燃料ペレットおよび被覆材の炉外材料・照射試験データ蓄積 

 

図 4 に四角格子 RBWR の中性子エネルギースペクトルを現行 BWR および六角格子 RBWR と比較して示

す。四角格子 RBWR の特に集合体中央付近では、六角格子 RBWR と同様に熱中性子ピークがほとんどない

スペクトルとなる。この特徴により、四角格子 RBWR は、現行 BWR と同様にチャンネルボックス間の水ギ

ャップを有しながらも、現行プルサーマルよりも使用済 MOX 燃料中の核分裂性プルトニウムの割合を高く

保つことができるが、これまでの BWR の中性子

スペクトルと異なることから核特性解析手法の

妥当性確認を進めている。また、熱水力パラメー

タは、四角格子 RBWR は現行燃料とこれまで六

角格子 RBWR を含む低減速軽水炉向けに実施さ

れた稠密燃料試験の間の領域となるが、チャン

ネルボックスの四隅などサブチャンネル流路の

非均質性がボイド率分布に及ぼす影響に着目し

ており、熱水力解析手法の妥当性確認も同様に

進めている。 

四角格子 RBWR の燃料設計に関しては、現状

設計例でのプルトニウム含有率は現行再処理お

 

図 3  四角格子 RBWR のねらい 

図 4  中性子エネルギースペクトル 
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よび MOX 燃料製造技術の範囲内としているが、プルトニウム含有率と燃焼度の両方を包絡する既存の照射

実績がないため、炉外材料試験データや照射試験データを蓄積していく必要がある。国内外で照射設備が減

っていく傾向がある中、既存設備の有効利用と、解析高度化による照射試験の合理化などにより、オープン

イノベーションも含めて開発を加速していく。 

 

4. 金属燃料小型ナトリウム冷却高速炉 PRISM[5] 

4-1. PRISM の概要とねらい 

米国では、静的安全系を採用して高い安全性・信頼性を有し、モジュール化による経済性向上、初期投資

の抑制を可能とする、金属燃料小型高速炉の開発が進められており、2020 年代後半に高速中性子照射施設の

建設を目的とした多目的試験炉（VTR: Versatile Test Reactor）プログラムや、商用を目指した先進的原子炉実

証プログラム（ARDP:Advanced Reactor Demonstration Program）における高速炉 Natrium™の開発が推進されて

いる。これらの米国プログラムにはいずれも PRISM の炉概念が採用されており、開発、実機実証を通じて、

ナトリウム冷却材によるタンク型炉、金属燃料の採用、受動的安全系の採用、小型モジュール化を特長とし

た革新技術について技術成熟度のさらなる向上が期待される。日立 GE では、これら革新技術を日本に導入

し、高速炉開発ロードマップにおいて示された今世紀後半の高速炉導入に資することをめざして PRISM の開

発を進めている。 

PRISM の最大の特徴は、冷却材・燃料温度上昇に伴う負の反応度などの金属燃料の特徴に加えて、受動的

安全系設備 RVACS（Reactor Vessel Auxiliary Cooling System：原子炉容器補助冷却システム）により固有の安

全性を高めた点にある。崩壊熱除去系として採用されている RVACS は静的な機器のみで構成され、空気の自

然循環により作動する。これにより電源及び運転操作を必要とせず、高い信頼性を有するとともに、初期投

資・運転及び保守費用を抑制できる。 

また、金属燃料高速炉の特徴として、今後のプルサーマル利用で発生する使用済 MOX 燃料を原料に、金

属転換、乾式再処理を経て金属燃料として使用することにより、使用済燃料の蓄積量を削減できると考えて

いる。さらに、高い増殖比を達成できるポテンシャルを有しつつ、Pu と MA が同時に回収される乾式再処理

と組み合わせることで、核不拡散性の向上や高レベル放射性廃棄物の有害度低減といったメリットがある。 

 

4-2. PRISM の開発状況 

2018 年の高速炉開発会議における戦略ロードマップに示された、「高速炉の本格的利用が期待されるタイ

ミングは 21 世紀後半のいずれかのタイミングとなる可能性」、期待される運転開始は「21 世紀半ば頃」、を踏

まえて、革新技術の国内実証に向けた初号機を 2040 年代に導入し、その後に商用炉を段階的に導入すること

を想定している。ここで、国内導入に向けた開発では日米の知見を活かし、必要とする技術の実現性の把握

が重要となる。 

システム、機器の多くは既設実験炉の実績、実証炉開発の技術を活用できる。一方で、金属燃料の高性能

化（被覆管の照射・高温耐性向上、MA 含有燃料）やシビアアクシデントの安全評価、RVACS の除熱性能、

金属燃料サイクル等の実証が必要であり、今後優先して取り組む課題を以下と整理した。 

1) 国内核燃料サイクル政策に整合した再処理、金属燃料及び炉心の成立性、安全性評価と評価手法開発 

2) 安全系の崩壊熱除去系となる RVACS の信頼性、安全性評価と評価手法の開発（外部事象を含む） 

 

項目 1)については、軽水炉から高速炉への段階的な移行を想定し、酸化物燃料サイクルに整合性をもって

金属燃料高速炉を導入するシナリオを検討している。図 5 に日本導入時の PRISM 炉心特性の評価例を示す。

炉心 A は国内軽水炉の使用済 UO2燃料、炉心 B はプルサーマルの使用済 MOX 燃料、炉心 C はマルチリサイ

クルを想定して使用済金属燃料を、それぞれ原料とした場合の例である。いずれのケースも Pu の残存比（燃

焼前後の Pu 量の比率）が 1 以上となることから、Pu の増殖による資源の有効利用が持続可能な見通しを得

ている。また、すべての軽水炉が高速炉に移行する平衡期までに必要な Pu 量が使用済燃料から確保できる見

通しも得ており、Pu バランスの観点で国内導入は可能と考える。今後、MA 燃焼も含め、高レベル放射性廃
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棄物の有害度低減および廃棄物減容の効果についても評価する予定である。 

項目 2)については、RVACS の除熱性能に対する信頼性検証のため、適切な裕度を有した設計となることを

最新の CFD（数値流体力学）を用いた伝熱流動解析による確認を進めている。これまでに原子炉容器外側の

空気系流路と内側の一次冷却材（ナトリウム）流路を組合せた 3 次元解析モデルを構築し、空気とナトリウ

ムの自然循環を同時に計算できることを確認した。これにより、RVACS の熱流動定常解析による除熱性能を

確認し、感度解析により除熱性能への影響因子の摘出を可能とする見通しを得た。今後、過渡解析や外部事

象を含めた影響因子の緩和検討を進めることにより、実証試験の合理化を含め、固有安全性に係る設計裕度

評価を検討していく。 

図 5 日本導入時の PRISM 炉心特性例 

 

5. まとめ 

日立 GE は、初期投資リスク低減、長期的な安定電源確保を実現しつつ、核燃料サイクルを確立し放射性

廃棄物へ対応していくため、BWRX-300、RBWR、PRISM の 3 つの新型炉について、オープンイノベーショ

ンを活用した国際共同開発を進めている。今後も、原子力政策の反映、ユーザー意見の取り込み等、社会的

受容性を高め、クリーンエネルギーへの投資喚起を念頭に技術開発を実施し、3 炉型の早期実用化をめざす。 
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